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第１　はじめに
１　衝撃の判決
平成21年７月23日京都地方裁判所（判例
時報2051号119頁）は，原告がマンション賃
貸借契約書の更新料特約に基づき更新料を
支払ったが，この特約は消費者契約法10条
（以下，「法10条」という。）により無効であ
るとして，その返還を求めた事案で，更新
料には被告が主張する合理的理由は認めら
れず，その趣旨が不明瞭であり，契約書に
更新料が明記され，原告が仲介業者から説
明を受け条項の存在を認識したとしても，
更新料特約の趣旨の説明を受けていたとは
認められなので，更新料特約は法10条に該
当し無効である旨を判決した。
ところで，大阪高裁は，平成21年８月27
日判決では（判例時報2062号40頁），更新料
の支払い約定を法10条に違反し，無効であ
るとする。他方，同高裁の平成21年10月29
日判決（判例時報2064号65頁）では更新料
の支払いを賃料の補充と理解して法10条に
反しないとする。その後，大阪高裁では更
新料を無効とする２件の判決が出ている。
この高裁の判決は，いずれも最高裁判所で
審理中でありどのような判断をするか待た
れるところである。
２　無効判決への反応
週刊ダイヤモンド第98巻38号（2010年９月
18日発行）では，更新料無効判決を受けて，
今までサラ金に対する過払金返還をビジネ
スとしていた法律事務所が，更新料返還請
求に目をつけているとか，回収した更新料
から成功報酬を受ける料金体系を決め，依
頼者の募集を始めた法律事務所も現れてい
ると報道されている。
３　検討の方向性
このような状況下で，改めて更新料につ
いて，更新料徴収率の地域的格差，その法
的性質論，判決の内容等を明らかにして，更
新料を巡る法的問題点を検討する。
第２　更新料について
１　更新料とは
コンサイス法律学用語辞典（三省堂）に
よれば，更新料とは「契約が更新される際
に，支払われる金銭。代表例は，土地や建
物の賃貸借契約が更新されるに際して賃借
人から賃貸人に対して支払われる金銭。賃
貸人が賃借人に対して更新料を請求できる
権利は，民法等の法律には規定されている
わけではないので，その旨の合意や慣習が
ない限り認められない。」とされている。更
新料は賃借人が賃貸人に対して負う，賃料
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以外の金銭負担であり，その義務は特約乃
至は慣習により発生するものと理解するこ
とができる。
２　地域における更新料徴収率
国土交通省が平成19年３月に財団法人日本
賃貸住宅管理協会会員に対して行った民間賃
貸住宅に係る実態調査によれば，更新料の徴
収は次のように地域差が存在している。
この徴収率の地域格差は，更新料が慣習
と認められるかという点に関係すると思わ
れる。昭和62年５月11日東京高等裁判所
（金融・商事判例779号33頁）は，建物賃貸
借契約の法定更新の際に更新料を支払う事
実たる慣習があるとし，更新料の支払いを
請求した事案で，「借家法１条の２，２条，
６条によれば借家法の適用のある建物の賃
貸借は，その期間が満了する場合であって
も，一定の要件の下に法定更新されること
になっており，賃貸人は正当の事由がない
以上更新を拒むことができず，また右法定
更新については更新料の支払いを要しない
ことが明らかである。したがって，右法定
更新に当たり更新料を支払う慣習が設立す
る余地はない。もっとも，東京都内におい
ては，建物賃貸借の期間満了に際して更新
料の支払いがなされることが多いことは当
裁判所に顕著な事実であるが，右のような
事例は当事者の合意により賃貸借を更新し，
双方の合意に基づき更新料を支払っている
ものと認めるのが相当であり，右のような
事例が多いからといって法定更新の場合に
更新料を支払う慣習があるということはで
きない。」とする。この判例は，合意更新の
場合でも更新料の支払いという合意が存在
することを前提としている。
３　更新料を徴収する理由
更新料を請求する理由について，前記の
実態調査には次のような回答がある。
・一時金収入として見込んでいる
53.0パーセント
・長年の慣習 50.4パーセント
・家賃が低い分の収入を確保
21.4パーセント
・損耗を補修するための財源
20.5パーセント
・一時金を支払えないことは不安
14.5パーセント
・大規模修繕を行うための財源
6.0パーセント
・立ち退き料の支払い等への備え
4.3パーセント
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地域 北海道 宮城 東京 神奈川 埼玉 千葉 長野 富山
徴収率 28.5 0.2 65.0 90.1 61.6 82.9 34.3 17.8
平均 0.1 0.5 1.0 0.8 0.5 1.0 0.5 0.5
地域 愛知 京都 大坂 兵庫 広島 愛媛 福岡 沖縄
徴収率 40.6 55.1 0 0 19.1 13.2 23.3 40.4
平均 0.5 1.4 － － 0.2 0.5 0.5 0.5
＊平均とは，賃料との関係で何ヶ月分かという数値である。
４　更新料の法的性質
ここで，賃貸人である被告が主張する更
新料の正当性の根拠とも関係するので，更
新料の法的性質について，各説の概要とそ
れに対するコメントを述べることとする。
（1）更新拒絶権放棄対価説
【概要】
この説は，更新料を賃借人が更新拒絶権
を放棄することの対価としての性質を有し，
また，更新料の支払いを約することで，画一
的に更新拒絶権行使に伴う紛争を回避する
ことを目的とする合理性を有するとする。
【コメント】
通常賃貸借契約書には賃貸人側からの期
間満了前の解除条項や更新拒絶条項が記載
されていることからすると，そのような場
合までこのような主張をすることができる
のかという疑問がある。
端的に賃貸人からの期間前解除条項が賃
借人に不利な条項として無効である（借地
借家法30条）ことを認め，賃貸物件の空室率
は18.9％（総務省平成20年住宅土地統計調査
の数値より。 ）
であり，賃貸物件は既に供給過剰であるこ
とから少なくとも建物賃貸借契約における
賃借人の保護は過剰であると主張する必要
がある。その上で，賃貸人の更新拒絶を制
限する借地借家法28条は立法事実が存在し
ないのに賃貸人に不当な制限を課すもので
あり，この不当な制限の修正要素として更
新拒絶権放棄に対する対価として更新料を
支払う合理的理由が認められると主張する
余地があると考えている。
（2）賃借権強化対価説
【概要】
この説は，更新料の支払いによって，賃
貸借契約が期間の定めのある賃貸借契約と
して更新され，賃貸人からの解約申入れが
なされないこととなり，これによって賃借
権が強化される対価としての性質を有する
とする。
【コメント】
この説が成り立つためには，合意更新さ
れた賃貸借契約と法定更新された賃貸借契
約との間に，賃貸人側からの解約申し込み
に差が存在することが必要である。確かに，
期間賃貸借契約であれば，この期間中賃貸
人からの解約申し込みができないというメ
リットがあるといえる。ところが，合意更
新をしないで，法定更新となり期間の定め
のない賃貸借となった（借地借家法26条１
項）場合，賃貸人の使用の必要性等の正当
事由の存在が不要となる訳ではなく，更新
料の支払いによって賃借人の賃借権保護に
有為的差があるとは認められない。かえっ
て，法定更新であれば合意更新による更新
料の支払い義務がなくなるだけ賃借人に
とって有利であり，更新料を賃借権強化対
価とみることの合理的理由は見出し難いと
思われる。
（3）賃料補充説
【概要】
この説は，賃貸人及び賃借人は，月額賃
料等と同様，更新料について目的物件を使
用収益させる対価と把握していると考える
のが合理的意思解釈として妥当であると
し，更新料は賃貸借期間ごとに支払われる
ことが約定されており，使用収益期間と更
新料支払との相関関係が認められることか
ら，更新料は賃借人の使用収益期間に対応
した賃料の補充的性質を有するとする。
413万戸（借家の空室数）
2190万戸（借家の総数）
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【コメント】
この説は，更新料を更新料支払い特約を
した当事者間に生じた賃借人の期間使用対
価と考えるのか，賃料の前払いと考えるの
か明らかでないという点はさて置き，期間
満了時まで居住した賃借人に対してある程
度合理的説明になると思われる。ただ，期
間途中で解約退去した者との関係で，賃貸
人は返還義務を負うという結論を認めるか
という問題があると考えられる。この結論
の如何によって今後の更新料の在り方に影
響を与えることになる。
（4）中途解約権付与対価説
【概要】
この説は，通常賃貸借契約に存在する賃
貸人と賃借人の中途解約条項のうち，賃貸
人に関する部分は，借地借家法30条によっ
て無効であるから，賃借人にのみ片面的に
中途解約権が付与されたことになる。仮に，
賃貸人の中途解約権を有効であると解して
も，賃貸人が期間中に中途解約権を行使す
るには正当事由が必要であり，その有無は
更新拒絶より厳格に判断されるため，中途
解約権に関しても，賃貸人と賃借人との対
等性はなく，更新料の支払いによって賃借
人に有利な中途解約権を付与したとする。
【コメント】
賃料を建物使用対価とすると，途中解約
によって賃貸人にどのような損害が生じ，
その損害を賃借人が負担する合理性を説明
をしなければ，中途解約権を賃借人に与え
たことで，その対価の支払いを賃貸人が受
けられる根拠がないことになる。この点を
補完することで更新料の支払い根拠となる
可能性が残っていると考えている。
第３　判決分析
更新料の有効無効をめぐっては，多数の
裁判例が存在している。筆者が関与した裁
判例としては，平成20年12月25日控訴審と
しての東京地方裁判所での更新料有効判決
がある（公刊物未搭載）。ここでは，先に挙
げた大阪高等裁判所の判決の法的判断部分
のみを取り上げることとする。
１　更新料無効判決（平成21年８月27日大阪
高裁判決　判例時報2062号40頁）
（1）事案
賃貸期間を一年間，賃料月額45,000円とす
る住宅用の建物の賃貸借において合意更新
の際に更新料を10万円支払う旨の更新料約
定に従って更新料の支払いをしたが，賃借
人は法10条，民法90条を根拠にその無効を
主張した。
（2）更新料の法的性質についての判断
ア　更新拒絶権放棄の対価説について
専ら他人に賃貸する目的で建築された居
住用物件の賃貸借契約においては，もとも
と賃貸人は賃料収入を期待して，契約を締
結しているため，建て替えが目論まれる場
合などの頻度の少ない例外的事態を除け
ば，そもそも更新拒絶することは想定しに
くく，賃借人も，更新拒絶があり得ること
は予測していない。
例外的な事態として賃貸人が更新拒絶を
したとしても建物の賃貸人は正当事由があ
ると認められる場合でなければ建物賃貸借
契約の更新拒絶をすることができず，賃貸
人の自己使用の必要性は乏しいため，通常
は更新拒絶の正当事由は認められないと考
えることが出来るから，更新料が一般的に
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賃貸人による更新拒絶権放棄の対価の性質
を持つと説明することは困難である。
イ　賃借権強化の対価の性質説について
被控訴人と，控訴人との間で本件更新料
が授受されることにより，賃貸借契約の合
意更新が行われて，更新後も期間の定めの
ある賃貸借契約になるとすれば，控訴人は
契約期間の満了までは明け渡しを求められ
ることがない。これに対し，法定更新の場
合には，更新後の賃貸借契約は期間の定め
がないものとなり，賃貸人は正当事由があ
る限りいつでも解約を申し入れることが出
来ることとなるから，抽象的にはその限度
で賃借人の立場は不安定なものとなる。し
たがって，更新料を支払って合意更新する
ことには期間の定めのある賃貸借契約とす
ることができ，一応，賃借人にとって利益
が存することになる。また，被控訴人が更
新拒絶権を行使した場合には，正当事由の
存否の判断に当たり，従前本件更新料の授
受がされていることが考慮されると考えら
れる。
本件賃貸借契約においては，契約期間
が１年間という借地借家法上認められる
最短期間であって，合意更新により解約
申し入れが制限されることにより賃借権
が強化される程度は殆ど無視して良いの
に近い。また前述の更新料拒絶の場合と
同様に，本件賃貸借契約のように，専ら
他人に賃貸する目的で建築された居住用
物件の賃貸借契約においては，通常は賃
貸人からの解約申し入れの正当事由は認
められないと考えられる。
したがって，本件更新料を評して賃借権
強化の対価として説明することも難しいと
いうべきである。
ウ　賃料の補充の性質説について
本件更新契約後もいずれも1年間とされ，
家賃が一ヶ月45,000円と定められ，毎月末
日までに翌月分を支払うとされているのに
対し，本件更新料は契約更新がされたとき
に当然に10万円を払うこととされているこ
と，本件賃貸借契約には，賃借人が本件更
新料が支払われた後，契約期間満了前に退
去した場合に未経過期間分に相当する額の
精算をする規定はなく，被控訴人も，その
ような精算をする意思は全くないこと，本
件賃貸借契約には被控訴人は，契約期間中
においても家賃，共益費の増額変更請求権
が明記されているにも関わらず，本件更新
料についてはそのような規定はなく，被控
訴人も控訴人のいずれも，当初本件賃貸借
契約締結時及び，本件更新契約時を通じて，
本件更新料については変更がされ得るとは
認識していなかったことが認められる。
本件賃貸借契約が更新されないときに授
受されることはないから，後払いされる賃
料の性質を持たないことは明白である。
本件更新料は，家賃とは異なり基本的に
は10万円の定額のままで変更することが予
定されておらず，従って，家賃の増減と連
動することがなく，また，現実に更新後本
件賃貸借契約が一年の期間途中で終了した
場合でも全く精算されない扱いとされてい
ることが明らかにされている。そうしてみ
ると，本件更新料の性質を前払い賃料とし
て説明することも困難である。
賃料が不払いであれば賃貸人は，当然に
催告，解除の手続を経て本件賃貸借契約自
体を債務不履行解除することが出来ること
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は疑いない。ところが，控訴人が家賃の支
払いを完全に履行し続けながら本件更新料
を不払いとした場合，法定更新の要件があ
る限り，被控訴人が催告，解除の手続をし
ても，本件賃貸借契約自体の債務不履行解
除を認めるべき余地はないといって差し支
えない。そうすると，本件更新料を民法，
借地借家法上の賃料，借賃と解することは
できない。
エ　本件更新料の法的な説明の困難性につ
いて
本件更新料は，当初本件賃貸借契約締結
時及び本件更新契約時に，あらかじめその
次の更新時に控訴人が被控訴人に定額の金
銭支払いが約束されたものでしかなく，そ
れらの契約において特にその性質も対価と
なるべきものも定められないままであっ
て，法律的には容易に説明することが困難
で，対価性の乏しい給付という他はない。
以上の法的性質の検討の後に，本件更新
料約定の法10条前段及び後段の該当性を判
断して，更新料を法10条に反するとして，
無効とした。
２　更新料有効判決（大阪高裁平成21年10月
29日判決　判例時報2064号65頁）
（1）事案
Ｘは平成12年11月，Ｙから共同住宅の一
室を賃料月額52,000円，共益費月額2,000円，
賃貸期間２年間，更新料を旧賃料の２ヶ月
分とする特約（契約期間の１ヶ月前までに
賃貸人，賃借人のいずれからも書面による
異議申し出のない場合は，契約期間が自動
的に二年間更新され，賃借人は，更新時に
賃貸人に対して更新料として旧賃料の２ヶ
月分を支払う旨の特約）で賃借した。Ｘと
Ｙは，平成14年11月，更新料104,000円を支
払って合意更新をし，平成16年11月，同様
に，更新料104,000円を支払って合意更新を
した。ＸとＹは，平成18年11月賃料月額を
50,000円とし，更新料を旧賃料の１ヶ月分と
し，更新料52,000円を支払って合意更新をし
た。Ｘは更新料特約が法10条または民法90
条に反して無効であると主張。
（2）更新料の法的検討
ア　礼金の性質
控訴人（賃借人）は本件賃貸借契約を締
結したことによって，本件賃貸借契約に基
づく賃借人としての地位を取得したものと
認められる。当初の賃貸借契約期間を二年
としたうえで，約四ヶ月分の賃料に相当す
る20万円の礼金の支払い義務があるものと
されていることからすれば，上記礼金の主
な趣旨は，賃貸借期間を二年とする賃借権
の設定を受けた賃借人としての地位を取得
する対価と解するのが相当である。
イ　賃貸人の賃料等の決定要素
本件のような共同住宅の賃貸人は，事業
経営者として賃貸物件の建築費用等につい
て相当額の資本を投下して賃貸事業を行う
ものである。最終的には投下資本の回収を
超える収益の確保を目的とする以上，その
事業計画においては，当該建物の規模・設
備状況・築年数，当該建物が存在する地域
性，賃料の近隣相場の他，原状回復（リフ
ォーム）及びメンテナンスに要する諸費用，
賃貸借契約の回転率，空室率，賃料不払い
等のリスク要因も踏まえながら，当該賃貸
物件の提供に対する収益上可能かつ最適の
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対価を設定する。
ウ　更新料の対価性
上記対価の設定に際しては，賃借人が短
期間のうちに退去することもあれば，何度
も更新を繰り返して長期にわたって居住す
ることも想定される賃貸用共同住宅の居室
という性質に鑑みると，賃貸人としては，
賃借人との間で何らの対価も取得すること
なく賃貸借契約の更新を重ねるよりは，短
期間に異なる賃借人との間で新規の賃貸借
契約を繰り返すことによってその都度，礼
金を取得することの方が経営的に有利であ
るが，それを実現しようとしても賃貸人に
おいて賃貸借契約の更新を拒絶することは
借地借家法28条によって，基本的に認めら
れないので，その代わりに賃借人からは賃
貸借契約の長さに応じた賃借権設定の対価
を受け取るものとし，その具体的方法とし
て，賃貸借契約の時点において長期間の賃
貸借契約を想定した多額の礼金を取得する
のではなく，まずは比較的短い期間に相応
した賃借権設定の対価としての礼金の支払
いを受けた上で，将来的に賃貸借契約が更
新された場合には，結果的に期間の長い賃
借権を設定したことになるとして，賃借権
設定の対価の追加分ないし補充分として一
定程度の更新料の支払いを受ける旨をあら
かじめ賃借人との間で合意しておくこと
も，賃貸事業の経営において効果的な投下
資本の回収及び利益追求の手段として，必
要かつ合理的な態度であることは否定でき
ず，また，このように，賃借権を設定する
に当たってその期間の長さに応じた対価を
取得することが営利事業の方法として一概
に社会正義に反するとは言えないと言うべ
きである。
したがって本件更新料は本件賃貸借契約
に基づく賃貸事業上の収益の一つとして賃
借人である控訴人に設定された賃借権が，
本件賃貸借契約の更新によって当初の賃貸
借期間よりも長期の賃借権になったことに
基づき，賃貸借期間の長さに相応して支払
われるべき賃借権設定の対価の追加分ない
し，補充分と解するのが相当であり，本件
更新料支払い条項は，その支払い義務及び
その金額についてあらかじめ合意しておい
たものと認められる。
エ　法10条の該当性について
利益状況の差を生じさせる本件更新料支
払い条項が，法10条後段の不当条項に該当
するか否か。
前記認定判示のとおり，賃貸人が，賃貸
借契約を締結するに当たり，賃借人に対し
賃貸借期間の長さに応じた賃借権設定の対
価の支払を求めようとすることには，一定
の必要性と合理性が認められ法的に許され
ないものでもないことを併せ考えると，更
新料支払い条項によって支払を義務づけら
れる更新料が，賃貸借契約の締結時に支払
うべき礼金の金額に比較して相当程度抑え
られているなど適正な金額に止まっている
限り，直ちに賃貸人と賃借人との間に合理
性のない不均衡を招来させるものではな
く，仮に賃借人が，賃貸借契約の締結時に
おいて，来るべき賃貸借契約の更新時にお
いて直面することになる更新料の支払いと
いう負担について，それほど現実感が無か
ったとしても，そもそも更新料を含めた負
担額を事前に計算することが特段困難なこ
とであるとは言えないのであるから，更新
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料の金額及び更新される賃貸借期間等，そ
の他個別具体的な事情によっては，賃借人
にとって信義則に反する程度にまで一方的
に不利益になるものではないというべきで
ある。
第４　更新料の行方・今後の問題点
１ 賃貸人の負担―賃料でカバーしきれるか―
（1）賃料決定要素
法科大学院の授業で，賃貸借契約終了後
の建物利用が利用者の不当利得となるのは，
建物の利用による建物価値の減価があり，
それは建物所有者の損害であり，その減価
に対応した利用価値が利用者の利得である
という説明をしている。この利得は通常賃
料相当額である。賃料は建物利用による減
価に対する対価と理解すれば，賃貸借契約
終了時に賃貸人は経年劣化部分については
賃料を受領して減価に対応する収益を得て
おり，その原状回収費用を賃借人に請求で
きないことになる。したがって，賃借人に
経年劣化部分の費用負担を求める契約条項
は賃借人に不利益なものとして効力を有し
ないことになる。
ところで，賃貸人は賃料を得て賃貸業を
営むのである。賃料の決定要因には，借入
利息，固定資産税，事業税，管理費，清掃
費，修繕費，損害保険料等の経費（なお，
減価償却費を経費として申告するが，実際
には固定資産の経済的減価分を費用化する
ものであり，ここでは経費として扱わない。）
がある。
なお，空室率等も加味して賃料を決定す
ることが賃貸人とって望ましいことは明ら
かであるが，実際には先に述べたような18.9
パーセントの空室率からすると，新築物件
でも，上記の賃料決定要因を考慮して賃料
を決定しているというよりは，空室リスク
を回避するために価格競争力を持つ賃料と
せざるを得ず，経費等によって賃料の決定
ができるかというと必ずしもそうではない
のが現状であろう。
（2）築年数劣化と使用劣化
日本賃貸住宅管理協会が平成21年７月に
おこなった調査によれば，各賃借人の属性に
応じた平均賃貸期間は，次のとおりである。
このことは，賃貸人は，学生の場合には
２年乃至４年間に，一般ファミリーの場合
には４年乃至６年に一度賃借人の退去に伴
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って室内リフォームをする必要があること
を意味する。この賃借人の建物使用に対応
したリフォーム費を賃貸人は賃料に織り込
んで賃料を決定することが可能となる。
ところが，賃貸借契約には賃借人側の途
中解約条項が存在するため，賃借人は契約
条項に定められた解約予告期間を経過すれ
ば，賃借建物から退去することができる。
例えば，期間２年で借りた物件を，賃借人
が６カ月で退去した場合，賃貸人は当該物
件をリフォームせざるを得ない。この賃貸
人の負担は期間経過要素ではなく，一度賃
借人が使用したということで，リフォーム
する必要性が生じる（リフォームをしなけ
れば仲介業者が仲介しないというのが一般
的である。）。このような期間的要因以外の
要素で，かつ賃借人側の都合で賃貸人が費
用負担を強いられることは妥当かという視
点で賃料以外の負担を賃借人に求めること
ができるのではないかと考えている。
２　更新料の今後の徴収方法
（1）趣旨の明確化と内容の合理性
今後，賃貸人が賃借人から更新料を徴収
するためには，賃借人が賃貸人に対して交
付する金銭の趣旨が明確にされることが必
要である。この点，１（2）で検討した賃借人
に中途解約権という権利を認めことによっ
て賃貸人に生じるリフォーム代金という不
利益を補填するという趣旨は理解を得られ
ると考えている。
次に，更新料を有効とした判例は，「賃貸
人とっては短期に賃借人が代わり，礼金に
よる収益を得ることが賃貸人にとって有利
であるが，実際には賃借人に退去を求める
ことができないことから，その代わりに賃
借人からは賃貸借契約の長さに応じた賃借
権設定の対価を受け取るものとし，まずは
比較的短い期間に相応した賃借権設定の対
価としての礼金の支払いを受けた上で，将
来的に賃貸借契約が更新された場合には，
結果的に期間の長い賃借権を設定したこと
になるとして，賃借権設定の対価の追加分
ないし補充分として一定程度の更新料の支
払いを受ける旨をあらかじめ賃借人との間
で合意しておくことも，賃貸事業の経営に
おいて効果的な投下資本の回収及び利益追
求の手段として，必要かつ合理的な態度で
ある。」としている。そして，この更新料条
項は，「本件賃貸借契約に基づく賃貸事業上
の収益の一つとして賃借人である控訴人に
設定された賃借権が，本件賃貸借契約の更
新によって当初の賃貸借期間よりも長期の
賃借権になったことに基づき，賃貸借期間
の長さに相応して支払われるべき賃借権設
定の対価の追加分ないし，補充分と解する
のが相当であり，本件更新料支払い条項は，
その支払い義務及びその金額についてあら
かじめ合意しておいたものと認められる。」
として，この合意の合理性を認めている。
判例が期間対応を求めなかったことは，更
新料の支払いによって長期間建物を賃借で
きるという地位を取得した賃借人がその権
利を放棄することは自由であるという発想
があると思われる。
（2）更新料について条項と説明
（1）を前提とするとし，かつ，更新料無効
判例の更新料有効説の法的構成への批判を
踏まえると，今後，更新料名目で賃借人か
ら金員を徴収する場合，次のような説明を
することで更新料無効という結果を防止す
更新料の行方　　341
ることができると考えている。更新料は新
たに賃借できるという権利を取得したこと
の対価という構成をすることもあり得るが，
この考え方は賃貸人の更新拒絶が認められ
ないこととの関係で，理論的根拠が薄弱で
ある。そこで，毎月の賃料額を低くするた
めに，契約更新の際に期間に対応した賃料
の前払いを受けるものとして，賃貸人と賃
借人との間で合意する。この賃料前払説で
は，賃借人が途中解約権を行使した場合に
は，賃貸人は前払いを受けた部分を返還し
なければならないことになる。次に，賃貸
借契約で賃借人に途中解約権を認めること
は賃借人にとって有利な条項であり，この
途中解約権の行使によって賃貸人が不利益
を被る場合には，賃借人にその合理的な損
害賠償の請求をすることができる。この損
害は，更新直後であれば賃料収益期間が短
いこととの相関関係でリフォーム代負担と
いう損害が大きく，期間経過に従って賃貸
人が賃料に織り込んだ期間満了解約に伴う
リフォーム代金と近づくことになり，途中
解約による損害は減少することになる。仲
介業者は賃貸借契約の際に，賃借人に更新
契約時に毎月の賃料支払額を抑えるために，
更新料として賃料の前払いを受けことを説
明し，賃借人が途中解約した場合に，賃貸
人に生じる賃料に織り込めない損害を賠償
するという約束をして，賃貸人が賃借人に
返還する前払い賃料との差額をその損害
（実際の損害と賃借人の負担が乖離する場合
には，損害賠償約定は無効という問題は生
じるが）と合意をすることで，更新料の趣
旨を明確にすることができる。
2010年10月から，「めやす賃料」が物件募
集広告や重要事項説明書で表示されること
になった。「めやす賃料」とは，賃料，管理
費・共益費，敷引金，礼金，更新料の合計
を月数で割り戻すことによって，１カ月当
たりの実際の負担額を算出するものである。
このメリットについて，日本賃貸住宅管理
協会のホームページでは，①借主が支払う
べき金額を容易に理解できること，②商慣
習が異なる賃貸借市場においても，公正・
公平な判断をもって物件を選択できること，
③不動産業者にとっても，トラブルを防止
することに繋がるとしている。このように，
賃借人が「めやす賃料」を賃貸借契約の締
結の判断基準とするようになると，更新料
を賃料の前払的に理解することもより容易
になると思われる。
３　新賃貸人の更新料返還義務の範囲
―昭和44年７月17日の新所有者敷金返還
義務認容判決を参考として―
更新料の返還訴訟が提起された場合，消
費者契約法が施行された平成13年４月１日
以降更新料の支払いをした賃借人が，その
後に賃借物件を取得した賃貸人に対して，
旧所有者に対する更新料の支払い分を請求
できるかを検討する。
（1）この点，敷金について昭和44年７月
17日最高裁は，賃貸建物の新所有者は旧所
有者が受領していた敷金を承継するとして
いる。その理由は，①敷金は賃貸人のため
の担保として賃貸人の地位と密接に結びつ
くものだから，その地位の譲渡は，あたか
も担保物権による被担保債権の譲渡と同様
に，担保の移転を伴うこと，②賃借人は，
敷金について，単に返還請求権を有するだ
けで，担保物権における所有者のような権
利を持たないために，地位の譲受人が承継
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しないと返還請求権が無力なものとなるこ
と等である（我妻栄　民法講義債権各論Ⅴ２
475ページ）。賃貸物件を売買する場合，買
主は旧所有者から賃貸借契約書の提供を受
け，敷金の額を知ることができ，旧所有者
が預かり金計上した敷金総額を売買代金か
ら控除することで，敷金の承継によって生
じる敷金返還債務の補てんを受けることが
でき，敷金の承継によって生じる不利益は
実際に発生しない。
（2）これに対して，新所有者がみずから
受領していない更新料について承継するこ
とはない。理由は以下のとおりである。①
旧所有者が受領した更新料は旧所有者の収
益として計上されており，新所有者が承継
する根拠がない。②新所有者が旧所有者か
ら賃貸借契約書の交付を受けても，それは
直近の契約書であり従前何回更新されたか
知る手だてがない。③②のことは更新料の
返還請求のリスクを売買代金から控除する
ことで新所有者が回避するという手段がな
く，新所有者に負担させる実質的根拠がな
いからである。
したがって，賃貸借の対象である建物所
有権が移転された場合には，賃借人は旧所
有者に対して，その返還を請求することに
なり，住所の調査等が必要となる。旧所有
者の所在が判明しても，旧所有者の経済的状
況の変化によっては更新料の現実的回収に
は困難を伴うことになるのではなかろうか。
以　上
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